
 

令和３年度 第１回自立支援協議会 次第 

 

 

日時：令和 3年 5月 18 日（火）10:00～11:30 

場所：福祉交流プラザ 2階 第 1会議室 

 

 

１ 開 会 

 

 

２ 委嘱状交付 

 

 

３ あいさつ 

 

 

４ 自己紹介 

 

 

５ 議 題 

 

（１） 会長、副会長選出 

（２） 全体会及び専門部会の進め方について 

（３） その他 

 

 

６ その他 

 



（委員区分・五十音順、敬称略）

氏名 性別 所属等

1 田原　早苗 女 上越障害者相談支援事業所　管理者

2 平原　朝子 女 障害児（者）相談支援センターかなや　次長

3 宮﨑　雅彦 男
障害者就業・生活支援センターさくら
主任

4 江部　健幸 男
みんなでいきる相談センター
地域生活支援部　事業部長

5 江口　義幸 男 （株）リボーン　業務本部長

6 中屋　万里子 女
社会福祉法人　やまびこ会
センター長

7 福山　卓 男 理事（上越地域医療センター病院事務長）

8 石田　光 男
独立行政法人国立病院機構
さいがた医療センター療育指導室長

9 就労及び雇用関係者 田中　勝 男 上越公共職業安定所 統括職業指導官

10 教育関係者 矢島　真太郎 男 吉川特別支援学校教諭

11 男 上越心身障害者福祉団体連合会長

12 川澄　陽子 女 上越心身障害者福祉団体連合会理事

13 大久保　明子 女 新潟県立看護大学教授

14 山田　洋子 女 上越地域振興局健康福祉環境部地域保健課長

15 井部　佐惠子 女
上越市民生委員児童委員協議会
連合会 副会長

16 新保　由美 女 保護者

上越市自立支援協議会委員名簿（R3.5.18～R5.3.31）

障害者又は障害者団体
関係者

学識経験者

その他市長が必要と認
める人

相談支援を行う事業者

選出区分

障害福祉サービスを行
う事業者

保健及び医療関係者





 

■自立支援協議会について 

 〇設置根拠 

  障害者総合支援法 第 89 条 3項 

  上越市自立支援協議会設置要綱 第 1条 

 〇審議内容 

  障害福祉に関する重要事項の調査・審議（計画 3ページ） 

  ・地域における障害者及びその家族の現状及びニーズの把握（要綱 2条(1)） 

  ・障害者等に係る相談支援における困難事例の共有及び対応策の検討（要綱 2条(2)） 

  ・障害者等に係る地域課題の抽出及び対応策の検討（要綱 2条(3)） 

  ・相談支援を行う事業者の中立性及び公平性の確保（要綱 2条(4)） 

  ・上越市障害者福祉計画の評価及び見直し（要綱 2条(5)） 

  

■自立支援協議会の進め方 

 〇計画実績の把握、PDCA サイクルに基づく計画関連事業の確認・検証を通じ、課題へ対応する 

  ・協議会内に専門部会を設け、重点取組項目を検討。検討結果を協議会内で協議 

  ・協議結果を事業の見直し等に反映させていく 

・関係事業一覧の実績等の確認、検証 

 

■専門部会について 

 〇「第 6期障害福祉計画」・「第 2期障害児福祉計画」に記載した重点取組項目の中で【新規】、【充実】と

した項目に対応する専門部会を設置する 

 

《目 標》                     《施策の柱》 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 〇設置根拠 

上越市自立支援協議会設置要綱 第 7条 

 〇専門部会員 

  ・各部会に関係する協議会委員 2～3人、その他関係機関の職員等により構成する 

  ・各部会の協議会委員が部会長に就任し、検討に必要な関係機関の職員等を決定し、自立支援協議会

会長の許可を得て、部会員とする 

  ・必要に応じて、各部会にワーキングチームを置くことができる 

 〇部会 

（１）福祉人材育成支援部会（施策の柱 2に対応） 

    

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）就労支援部会（施策の柱 4に対応） 

 

 

 

 

 

 

 

（３）重心・医療ケア部会（施策の柱 5に対応） 

 

 

 

 

 

 

※共生社会の実現に向けた取組については、部会を設置せずに次により取り組む 

 〇成年後見制度等の利用促進(すこやかなくらし包括支援センター) 

 ・関係機関による(仮称)連絡連携会議を設置し、成年後見制度等の利用促進について検討 

〇共生社会の実現に向けた市民等の意識啓発 

 ・令和 3 年 4 月 1 日から施行した「上越市手話言語及びコミュニケーション手段の利用の促進に関す

る条例」 

 ・障害者差別解消支援地域協議会における協議の継続 

１ 共生社会の実現に向けた取組の推進 

  【充実】成年後見制度等の利用促進 

  【充実】共生社会の実現に向けた市民等の意識啓発 

  【充実】精神障害者の退院後の支援※福祉人材育成支援部会で対応 

２ 障害のある人が安心して暮らせる地域社会の実現 

  【充実】相談支援体制の充実・強化 

  【新規】障害福祉サービスの質の向上に向けた取組に係る体

制の構築 

３ 障害のある人の社会参加等による豊かな暮らしの 

実現 

４ 就労の支援と定着の推進 

  【充実】一般就労の促進 

５ 障害児支援体制の整備 

  【充実】児童発達支援事業の充実 

【充実】医療的ケア児支援体制の充実 

資料 1 自立支援協議会について 

〇所掌事項 
・市内福祉関係法人等が連携して実施する研修や多職種連携による支援体制の強化に向けた取組を 

検討する 

・医療と福祉の合同研修、職責別研修、事業所種別ごとの研修、インターンシップの受皿づくり 

などについて、各法人の協働による実施に向けて検討する 

・人材確保の取組として、学校関係への働きかけや「福祉事業所合同説明会」「ふくしのひろば」 

などのイベント等を通して障害福祉分野の魅力発信につなげる 

〇部会委員（案）：田原委員、平原委員、中屋委員 

〇所掌事項 

・市やハローワーク、障害者就業・生活支援センターなどの関係者が連携して行う就労先拡大に向け

た PR 活動等の取組を検討する 

・就労意欲のある在宅障害者等への魅力発信、障害者個々の得意分野を伸ばす取組などについて検討

する 

〇部会委員（案）：江部委員、江口委員、矢島委員 

 

〇所掌事項 

・医療的ケア児等への地域における支援体制の構築等を検討する 

・関係者同士の意見交換等により、医療的ケア児等支援における共通課題を抽出し、課題解決に向け

た具体的な取組につなげる 

〇部会委員（案）：石田委員、大久保委員、新保委員 

 

目標 1 

住み慣れた地域で安心して暮らし続

けるための体制の整備を強化します 

目標 2 

利用者の自立を支え、介護する家族

等を支援する障害福祉サービスの充

実を図ります 

目標 3 

一人一人の出番を創出し、生きがい

を持っていきいきと暮らせるまちづ

くりを推進します 


